
1 
 

シンポジウム「パート・アルバイトは家計補助！？非正規女性への差別をやっつけよう！」 

フジオフードシステム事件の概要と今 

２０２３年２月１８日 

弁護士 青龍美和子 

１ 事件の概要 

（１）当事者等 

  ・原告：被告が運営する「デリス タルト＆カフェ」グランツリー武蔵小杉店にパー

ト労働者として勤務。 

・被告：株式会社フジオフードシステム 

㈱フジオフードグループのグループ会社の一つ。㈱フジオフードグループは、「ま

いどおおきに食堂」「串家物語」「つるまる （つるまる饂飩・鶴丸饂飩本舗）」「かっ

ぽうぎ」等の多数の飲食ブランドを運営する飲食業界の大手企業。グループ全体の

従業員数は社員数 539 名、アルバイト 6,544 名、資本金 22億 10 百万円（2020 年 12

月末）の大企業。 

 

（２）事実経過 

2018 年 6 月、原告・被告、労働契約成立。勤務開始。➡週 4 日・一日 5 時間 

2020 年 4 月、緊急事態宣言発令 

4 月 3 日、アルバイトら従業員に待機指示。 

4 月 8 日、入居する商業施設の休業により、当該店舗の休業を決定。 

       ➡翌月、会社は、４月の勤務分のほか、既にシフトが確定していた

（希望を出していた）数日間分についてのみ「休業補償」名目の

賃金を支給。 

5 月 25 日まで休業、同月２６日から営業再開。 

          ➡５月分の休業補償は一切なし。やむなく年次有給休暇をすべ

て使用する。 

6 月～店舗が営業再開。 

➡従来のシフト（就労日数・就労時間）は確保されず。 

その後、首都圏青年ユニオン（飲食店ユニオン）に加入。 

6 月 24 日、飲食店ユニオンから休業手当の支払いを求め団体交渉申し入れ 

9 月、休業手当支払いを求め、9 月 3 日より 2 週間のストライキを決行。 

12 月、改めて２週間のストライキを決行。 

12 月 25 日、神奈川県労働局に対する調停申立。 

未払い賃金（休業手当）の支払いと正社員と非正規労働者（パー

ト・アルバイト）との基本給、賞与、諸手当における待遇の相違

について説明を求める。 
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2021 年 1 月 11 日、「デリス タルト＆カフェ」（当該店舗）が一時閉店。 

➡系列店の別の店舗に異動となり勤務開始。 

事前に少なくとも週 3 日は就労できるとの説明があったが、

実際は大幅なシフトカット（週１、２回程度に）。 

時給制でない社員が優先的にシフトに。 

2 月 22 日 会社側が調停を拒否し、不調にて終了。 

         待遇の相違について何ら説明なし。 

4 月下旬 「デリス タルト＆カフェ」に復帰。 

            コロナ以前のシフト数（就労日数・就労時間）には回復せず。 

   2021 年 7 月 21 日、横浜地方裁判所に提訴 

 

（３）原告の請求（訴状の請求の趣旨と対応） 

１ 民法５３６条２項に基づく未払い賃金請求 

（１）未払い賃金（休業手当）１５万６８００円の支払い・遅延損害金 

…【２０２０年４月及び５月分の未払賃金（休業手当）の支払い】 

 （２）未払い賃金（休業手当）２１万５０５８円の支払い・遅延損害金 

…【２０２１年１～４月のシフトカットによる未払賃金（休業手当）の支払い】 

２ 民法７０９条に基づく損害賠償請求 

（１）「休業補償」相当額１５万６８００円の損害賠償 

   …【２０２０年４月及び５月分の正社員と非正規社員（パート・アルバイト）の

「休業補償」の相違に関する損害賠償請求】 

    ※正社員には 100％の「休業補償」をする一方で、非正規社員（原告を含む）

には一定の「休業補償」しか支払わなかったことが不合理と主張。 

    ※「休業補償」について会社側は、「恩恵的給付」であると説明（労働基準法

26 条に基づく休業手当の支払い義務を否定）。 

 （２）「地域手当」相当額７４万円の損害賠償 

    …【原告が被告に入社してから現在に至るまでの正社員と非正規との間の「地域

手当」の相違に関する損害賠償請求】 

     ※正社員には月額 2 万円程度の地域手当が支給されているが、パート・アルバ

イトには支給されていない。 

     ※2020 年 4 月 1 日より前に支給される地域手当については、旧労働契約法 20

条が適用される。 

 （３）「家族手当」相当額２１万６０００円の損害賠償（追加） 

    …【原告が被告に入社してから現在に至るまでの正社員と非正規との間の「家族

手当」の相違に関する損害賠償請求】 

     ※正社員には月額 6000 円程度の地域手当が支給されているが（訴訟の途中で
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判明）、パート・アルバイトには支給されていない。 

 （４）「業績給」相当額３１５万円の損害賠償（追加） 

    …【原告が被告に入社してから現在に至るまでの正社員と非正規との間の「業績

給」の相違に関する損害賠償請求】 

     ※「会社の業績と社員の業績、会社に対する貢献や取り組み」に対して支給さ

れる。原則として年２回、毎年６月と１２月に支給（訴訟の途中で判明）。非

パート・アルバイトには支給されていない。 

 （５）パート有期法 14 条（説明義務）違反に対する５５万円の損害賠償 

    …【労使交渉や労働局の調停において正社員と非正規社員との間の待遇の相違に

ついての説明を怠ったことを理由とする損害賠償請求】 

 

※参考：パート有期法 

（正式名称：短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律） 

第 8 条 事業主は、その雇用する短時間・有期雇用労働者の基本給、賞与その他

の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との

間において、当該短時間・有期雇用労働者及び通常の労働者の業務の内容

及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）、当該職務

の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当

該待遇を行う目的に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と

認められる相違を設けてはならない。 

第 14 条 事業主は、短時間・有期雇用労働者を雇い入れたときは、速やかに、

第八条から前条までの規定により措置を講ずべきこととされている事項（労

働基準法第十五条第一項に規定する厚生労働省令で定める事項及び特定事項

を除く。）に関し講ずることとしている措置の内容について、当該短時間・

有期雇用労働者に説明しなければならない。 

2 事業主は、その雇用する短時間・有期雇用労働者から求めがあったときは、

当該短時間・有期雇用労働者と通常の労働者との間の待遇の相違の内容及び理

由並びに第六条から前条までの規定により措置を講ずべきこととされている事

項に関する決定をするに当たって考慮した事項について、当該短時間・有期雇

用労働者に説明しなければならない。 

3 （略） 

 

（４）会社側の主張 

・商業施設側の休業により、店舗も休業になったため、会社の責に帰すべき事由による

休業ではない（労働基準法 26 条に基づく休業手当の支払い義務はない）。 

・「休業補償」に正社員と非正規社員の支給割合に差をつけたことについて、社員は兼業
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が禁止されており、収入が会社のみに限定されているため、パート有期雇用法には違

反しないと主張。 

・「アルバイト・パート収入（とりわけシフト制労働による収入）は、通常、生計の柱

とするものではなく、家計を補助するものと考えるのが素直であろう」と主張。すな

わち、会社側は、正社員の収入は家計を支えるものだから、コロナ禍の休業期間中に

何らかの補償をすることが必要であるのに対し、パート・アルバイトの収入は「家計

補助」に過ぎないのだから、休業補償する必要はないのだと言っている。（地域手当、

家族手当、業績給についてもほぼ同じ論理） 

 

（５）今後の予定 

 ・正社員とパートとの業務の内容・責任の程度（あわせて「職務の内容」）、職務の内容

と配置の変更の範囲に関する事項を立証するために、職務評価の手法を利用する。 

 ・会社の「家計補助論」を打ち破り、裁判官たちの先入観・無意識の差別意識を取っ払

う。 

 ・今年中に証人・本人尋問、年度内に判決か…？ 

 ・会社側は、証拠となる資料を多数所持しているにもかかわらず、隠す傾向。休業の

「帰責性」や、賃金の相違が不合理であることの立証責任は原告にある（立証できな

ければ負ける）。できるだけ多くの資料を提出させ、裁判所に使用者の帰責性と、相違

の不合理性を認定させ、勝利することが目標。 

  →フジオフードシステム店舗のパート・アルバイトに影響、その他のシフト制で働く

非正規労働者にも影響大。 

 

引き続き、ご支援よろしくお願いいたします！！ 

 

 


